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令和５年度12 補正予算について
今回の12月補正予算は、海部東部消防組合が実施する、新消防庁舎整備の基本
構想・基本計画策定業務や名古屋市消防局が う消防指令センターの共同運 に向
けた調査業務を うための海部東部消防組合負担 事業のほか、消費税課税事業と
して障害者相談 援業務を 直したうえで増額します。また、医療費の増加に伴い福
祉医療を増額計上しております。

１ 予算規模
（単位：千円）

会 計 名 補正前予算額 補正額 補正後予算額

一 般 会 計 35,014,601 311,756 35,326,357

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 7,985,761 862 7,986,623

介 護 保 険 特 別 会 計 6,756,406 13,012 6,769,418

後期高齢者医療特別会計 2,525,752 1,753 2,527,505
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２ 令和５年度12 補正予算の内訳（ 般会計）
歳入予算

区 分 補正予算額 備 考

国庫  出  42,392千円 医療扶助費等負担 （過年度分）、   援給
付費負担 （過年度分）等

県  出  49,259千円  ども医療費補助 、障害者医療費補助 、  
 援給付費負担 （過年度分）等

寄 附  3,714千円 児童福祉費寄附 

繰   214,579千円 財政調整基 繰  、介護保険特別会計繰  

諸 収 入 1,812千円 海部東部消防組合負担 精算に伴う返還 、
 般社団法 坂 種報徳会教育 化助成 等

計 311,756千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

企画政策課 事務管理費／企画費 増額 181千円

人事秘書課
職員人件費 減額 △26,502千円

事務管理費( 事秘書課)／ 般管理費 増額 660千円

危機管理課
防犯啓発推進費 増額 155千円

海部東部消防組合負担 【12ページ】 拡充 21,362千円

総 務 課 事務管理費(総務課)／ 般管理費 増額 156千円

財 政 課

国 健康保険特別会計繰出 増額 862千円

介護保険特別会計繰出 減額 △863千円

後期 齢者医療特別会計繰出 増額 1,753千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

収 納 課 事務管理費(収納課)／税務総務費 増額 155千円

市  課
事務管理費／ 籍住 基本台帳費 増額 1,617千円

個人番号カード交付事業費 増額 2,220千円

保険医療課

事務管理費／国 年 事務費 増額 181千円

事務管理費／福祉医療費 増額 361千円

 ども医療費 増額 87,425千円

障害者医療費 増額 25,347千円

  ・  家庭医療費 増額 5,560千円

後期 齢者福祉医療費 増額 22,871千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

 権推進課 事務管理費／ 権推進費 増額 540千円

社会福祉課

事務管理費(社会福祉課)／社会福祉総務費 増額 5,956千円

 活困窮者   援事業費 増額 486千円

事務管理費／ 活保護総務費 増額 1,379千円

生活保護事業費 財源
更正 0千円

生活保護扶助費 財源
更正 0千円

障がい福祉課

事務管理費(障がい福祉課)／社会福祉総務費 増額 5,873千円

   援介護給付費等事業費 増額 594千円

海部東部消防組合負担 （障害者総合 援法
関係分） 増額 67千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

障がい福祉課

特別障害者手当等支給費 財源
更正 0千円

海部東部障害者総合 援協議会負担 財源
更正 0千円

地域生活支援事業費(相談支援)【13ページ】 増額 11,339千円

児童発達支援センター事業費【14ページ】 増額 1,266千円

子ども福祉課

運営費／憩いの家費 増額 873千円

家庭児童相談員配置費 増額 384千円

事務管理費( ども福祉課)／児童福祉総務費 増額 14,936千円

  ・     援員配置費 増額 157千円

運営費／児童クラブ費 増額 8,141千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

子ども福祉課 運営費／児童館費 増額 2,357千円

保 育 課

事務管理費(保育課)／児童福祉総務費 増額 64,557千円

病児病後児保育事業費 増額 469千円

子育てコンシェルジュ事業費 増額 454千円

運営費／保育園費 増額 28,024千円

施設整備費／保育園費 増額 3,000千円

運営費／親子通園事業費 増額 1,869千円

運営費／地域子育て支援拠点事業費 増額 1,366千円

健康推進課 事務管理費／保健衛 総務費 増額 1,092千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

健康推進課
新型コロナウイルスワクチン接種事業費 増額 181千円

利 者 援事業費（  保健型） 増額 101千円

土 木 課
交通指導員配置費 増額 291千円

事務管理費／  総務費 増額 336千円

商工観光課

事務管理費／商 総務費 増額 155千円

事務管理費／七宝焼アートヴィレッジ費 増額 291千円

運営費／七宝焼アートヴィレッジ費 増額 1,000千円

議 事 課 議員人件費 増額 1,089千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

学校教育課

運営費／保育所給食費 増額 168千円

運営費(学校教育課)／事務局費 増額 1,536千円

スクールサポーター配置費 増額 2,677千円

教育相談支援費 増額 33千円

適応指導教室費 増額 120千円

運営費／給食センター総務費 増額 3,128千円

生涯学習課

シルバーカレッジ事業費 増額 44千円

事務管理費／公 館費 増額 964千円

事務管理費／資料館費 増額 440千円
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歳出予算

担 当 課 事 業 名 区分 補正予算額

ス ポ ー ツ 課 事務管理費／保健体育総務費 増額 522千円

計 311,756千円
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３ 主な事業の概要
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海部東部消防組合負担 【拡充】

補正予算額 21,362千円

名古屋市消防局が主体となって実施する消防救急デジタル無線基本調査業務
及び、新庁舎整備の基本構想・基本計画策定業務に係る組合の財政負担に対
して負担 を 出します。また 事院勧告による組合の給料表及び期末・勤勉
手当の改定に伴う影響分に対して負担 を 出します。

■ 担当課
市 公室危機管理課（℡052-444-0862）

一般会計補正予算書 Ｐ51
補正予算のあらまし Ｐ10

(1) 消防救急デジタル無線共同運 整備負担 【拡充】 1,296千円
※デジタル無線とは…
119番の内容を災害現場で活動する隊員へ情報を送信し、隊員間の連携を図るもの

(2) 海部東部消防組合新庁舎整備事業負担 【拡充】 4,587千円
①スケジュール
R5:基本構想・基本計画 R6:基本設計 R7:実施設計 R8 R9:整備工事 R10:現庁舎解体
②建設予定地
七宝産業会館跡地

(3)  事院勧告に伴う負担 15,479千円

■ 支出内容
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地域生活支援事業費（相談支援）【増額】

補正予算額 11,339千円

■ 担当課
福祉部障がい福祉課（℡052-485-5980）

一般会計補正予算書 Ｐ29
補正予算のあらまし Ｐ11

市町村が う障害者相談 援事業については消費税法第６条の規定に
該当し、 課税であるとの認識であったところ、国の通知により消費税課税
事業であることが確認されたため、消費税、加算税及び延滞税に係る費用
を支出します。

■ 支出内容
(1) 令和5年度委託料に係る消費税 2,113千円
(2) 過年度(平成30 令和4年度)委託料に係る

消費税、加算税及び延滞税 9,226千円

※地域生活支援事業とは…
身体、知的又は精神障がいのある人及びその家族等からの相談に対応する窓口業務のこと
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補正予算額 1,266千円

■ 担当課
福祉部障がい福祉課（℡052-485-5980）

一般会計補正予算書 Ｐ29
補正予算のあらまし Ｐ12

児童発達支援センター事業費【増額】

市町村が う障害者相談 援事業については消費税法第６条の規定に
該当し、 課税であるとの認識であったところ、国の通知により消費税課税
事業であることが確認されたため、消費税に係る費用を支出します。

■ 支出内容
令和5年度委託料に係る消費税 1,266千円

※児童発達支援センター事業とは…
市内の児童発達 援センター内に、発達に不安を感じる児童の保護者からの相談に対応する
窓口業務のこと


